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女性が地域に定着して働き続けるための自治体の取組み

　21世紀には多様な人材を活用して経営を行うダイバーシティ経営が主流になる。日本は90年代

に入ってから、育児休業制度の導入、21世紀になってからは、正社員の短時間勤務制度の導入など、

女性が仕事と家庭を両立させるための環境整備に取り組んできた。その結果、働く女性の数は増え

たものの、活躍する女性はそれほど増えなかった。その理由は、日本の職場で、初期のキャリア形

成の段階で差別的な慣行が維持されていたために、女性人材の育成が十分に行われてこなかったこ

とがある。

　今後女性の活用を進めるためには、人材育成における男女平等を進めるとともに、社会人のため

の学び直し教育プログラムを充実させること、また、男性を含めた働き方の見直し、残業を減らす

ことや、働く場所や時間の選択肢を増やすことで、働く意欲があるにもかかわらず、働いていない

女性の就業を進めることなどの施策が必要になっている。

　また、都市部においては政府による保育環境の整備と待機児童の解消のための保育所を増やすこ

とが引き続き必要になっている。

はじめに
　日本の人口は 1920 年の 5596 万人から
2004 年には 1 億 22779 万人と約 2 倍になっ
ている。しかし、2004 年をピークに日本の
人口は減少に転じている。65 歳以上の人口
が総人口に占める割合は 2007 年で 21．5％
であったが、2055 年には 40.5％に上昇する
と推定されており、人口の 4 割が 65 歳以上
の高齢者という超高齢社会が訪れることにな
る。
　他方、その高齢者を支える 15 ～ 64 歳人口
は 1995 年にピークを迎え、その後減少に転
じている。単純に考えても、労働力が不足し、

将来には女性労働者だけでなく、移民労働者
の比率が増加することが予想される。
　このように 21 世紀は女性の力や外国人の
力を生かす、ダイバーシティ経営の時代がき
ているにもかかわらず、今のところ日本社
会は女性活用に成功していない。世界経済
フォーラム（ダボス会議）が発表した（女性
の活躍度を示す）ジェンダー・ギャップ指数
は、144 カ国中 114 位と低い。ちなみにジェ
ンダー・ギャップ指数とは経済（労働力率・
管理職比率など）教育（在学率など）健康（新
生児の男女比率など）政治（国会議員比率な
ど）の各分野における各国の男女格差を数値
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１９９０年代半ばから、地方分権の大きなうね

りが沸き起こった。１９９３年に衆参両院で地方

分権推進が決議されたことは象徴的な出来事

である。それから既に２５年近くが経過した。

この間、２０００年にはいわゆる地方分権一括法

が施行され、国と地方の関係が根本的に変わっ

たとも言われたし、我が国の地方自治は新し

い時代に入ったかのような空気が流れた。し

かし、一方で、制度面では地方分権が進んだ

ものの、自治体の意識や具体的な意思決定な

どにおいては、旧態依然ではないかという思

いも払拭できない。

そこで、この四半世紀におよぶ地方分権の

動きと、今後の展望を検討しておく。

１ 地方分権の風

戦後の我が国における大きな社会的、政治

的課題の１つが地方自治の確立であった。そ

の典型が地方自治法の制定である。同法施行

から７０年の歳月が流れた。この間、分権を進

める動きと集権化に向かう動きが繰り返され

てきたが、１９９０年代半ばからの分権化の流れ

は、地方自治の歴史で特筆すべき出来事であっ

た。なぜなら、政財界も学界もこぞって地方

分権の推進を唱え、日本中に地方分権の風が

吹いたからである。

（１）地方分権が進められた背景

９０年代に地方分権が推進された背景として、

一般的に通用している見解は、当時の「地方

分権推進委員会」が示した次の５点であろう１。

すなわち、�中央集権型行政システムの制度
疲労、�変動する国際社会への対応、�東京
一極集中の是正、�個性豊かな地域社会の形
成、そして�高齢社会・少子化社会への対応
である。これらの意味については、今さら解

説する必要はないだろう。そして、筆者もこ

地方分権一括法の施行に見られるように、１９９０年代以降、地方分権が推進されてきた。都市自治体

にも、地域の実情に合った政策を形成し、実施することがますます期待されている。地方自治法施行

から７０年という節目に当たり、これまでの地方分権のあゆみとこれからの地方自治について、自治体

の政策形成能力という観点から論じる。

１ 地方分権推進委員会『中間報告－分権型社会の創造－』１９９６年参照。

◆ 巻 頭 論 文 ◆

地方分権のあゆみと
これからの地方自治
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化・ランキング化したものである。特に、こ
の 4 分野の中の政治や経済の分野での女性の
参画が少ないことがジェンダー・ギャップ指
数のランキングが低い理由となっている。
　本稿では、日本社会においてなぜ女性が活
躍できないのか。また、女性が活躍する社会
を実現させるためには何が必要なのかについ
て考えてみたい。

1．女性労働力率の推移

　ジェンダーキャップ指数が低いことから女
性の労働力率も低いと思われがちだが、日本
の女性労働力率は欧州の平均よりもやや高
い。例えば 2016 年の EU（欧州連合）加盟
国の女性の就業率は 65.3％であるが、同じ年
の日本の数字は、66% であるので、EU 諸国
の平均と並んでいる。
　しかし、女性の能力が活用されていない。
管理職に占める女性の比率は低く、男女間の
賃金格差も大きい。特に、高学歴の男女の間
で男女差が大きいのである。このことは、日
本は、女性人材の育成の仕組みに問題がある
ことを示している。
　また、その原因を女性の意識の低さや仕事
へのコミットメントの低さに求める傾向が強
かったが、最近の研究では、そもそもそうい
う前提で女性に機会が与えられないことが女
性の離職を促しているという新たな研究成果
が出されている（山口、2017）。
　日本の女性の年齢別就業率は結婚や出産の
時期を迎える 30 代で低くなる。また、出産
後 6 割の女性は就業をやめるという統計もあ
り、女性人材に投資をしても元が取れないと
いった声も多かった。

2．高学歴女性が仕事をやめる理由
　アメリカのシンクタンク Center for Work-

Life Policy が 2011 年 6 月にまとめた『Off-
Ramps and On-Ramps Japan（日本における
女性の休職・離職と職場復帰－女性が仕事を
継続していける社会へ－）』と題する報告書
によると、日本の高学歴女性の 74％が自発
的に会社を退職しているⅰ。同じ数字はアメ
リカで 31％と日本の 2 分の 1 にすぎない。
　興味深いのは、退職理由である。（図 1）は、
大卒女性の退職理由を、家庭責任のための退
職（プル要因）と、仕事関連による退職理由

（プッシュ要因）に分けて、日米で比較した
ものである。
　これをみると、予想に反して日本の高学歴
女性労働者の多くは仕事への不満や行き詰ま
り感といった仕事上の理由（プッシュ要因）
によって会社を退職している。他方、アメ
リカの女性の退職理由は育児や介護が多い。
74％のアメリカの女性は育児を理由に退職し
ている。これはアメリカでは国による両立支
援策が不十分であることによる。
　他方、日本女性の場合は、63％は仕事の不
満、また、49％はキャリアの発展が見通せな
いことによる仕事への行き詰まりが原因で退
職している。ちなみに、育児を理由に退職し
た女性は 32％とその割合が低い。

　つまり、日本の高学歴女性は結婚や出産以
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図 1 　高学歴女性の離職理由の日米比較

はじめに

１９９０年代半ばから、地方分権の大きなうね

りが沸き起こった。１９９３年に衆参両院で地方

分権推進が決議されたことは象徴的な出来事

である。それから既に２５年近くが経過した。

この間、２０００年にはいわゆる地方分権一括法

が施行され、国と地方の関係が根本的に変わっ

たとも言われたし、我が国の地方自治は新し

い時代に入ったかのような空気が流れた。し

かし、一方で、制度面では地方分権が進んだ

ものの、自治体の意識や具体的な意思決定な

どにおいては、旧態依然ではないかという思

いも払拭できない。

そこで、この四半世紀におよぶ地方分権の

動きと、今後の展望を検討しておく。

１ 地方分権の風

戦後の我が国における大きな社会的、政治

的課題の１つが地方自治の確立であった。そ

の典型が地方自治法の制定である。同法施行

から７０年の歳月が流れた。この間、分権を進

める動きと集権化に向かう動きが繰り返され

てきたが、１９９０年代半ばからの分権化の流れ

は、地方自治の歴史で特筆すべき出来事であっ

た。なぜなら、政財界も学界もこぞって地方

分権の推進を唱え、日本中に地方分権の風が

吹いたからである。

（１）地方分権が進められた背景

９０年代に地方分権が推進された背景として、

一般的に通用している見解は、当時の「地方

分権推進委員会」が示した次の５点であろう１。

すなわち、�中央集権型行政システムの制度
疲労、�変動する国際社会への対応、�東京
一極集中の是正、�個性豊かな地域社会の形
成、そして�高齢社会・少子化社会への対応
である。これらの意味については、今さら解

説する必要はないだろう。そして、筆者もこ

地方分権一括法の施行に見られるように、１９９０年代以降、地方分権が推進されてきた。都市自治体

にも、地域の実情に合った政策を形成し、実施することがますます期待されている。地方自治法施行

から７０年という節目に当たり、これまでの地方分権のあゆみとこれからの地方自治について、自治体

の政策形成能力という観点から論じる。

１ 地方分権推進委員会『中間報告－分権型社会の創造－』１９９６年参照。

◆ 巻 頭 論 文 ◆

地方分権のあゆみと
これからの地方自治

同志社大学政策学部教授 真山達志

1都市とガバナンス

Copyright 2018 The Authors, Copyright 2018 Japan Municipal Rcsearch Center. All Rights Reserved.



92 都市とガバナンス 30

女性が地域に定着して働き続けるための自治体の取組み

前に、キャリアの展望が見通せず退職してい
る。もし高学歴の女性たちが、仕事に行き詰
まり感をもち、このままこの会社にいても自
分はキャリアを形成することができないと感
じ転職しているとしたら、日本の企業は女性
人材を浪費していることになる。
　しかし、利潤を最大化することを目的とす
る日本の企業が、有能な女性人材の採用に力
を入れているにもかかわらず、いまみたよう
にその人材をみすみす浪費していることに対
しては無頓着なのはなぜだろうか。

（1）日本的雇用慣行と統計的差別仮説
　日本の労働市場の特徴は、企業内訓練の重
要性や組織内において配置転換、あるいは昇
進・昇格にしながらスキルを形成するところ
にある。
　この場合、企業が労働者のスキル形成にお
ける費用の多くを負担するので、定着率が高
いほど、投資効果も上昇する。離職率が高い
グループの労働者への投資は抑制される傾向
がある。経済学ではこれを統計的差別という。
　簡単にいえば、ひとりひとりの離職確率を
正確に知ることはむずかしいので、グループ
の平均値を当てはめて個人を判断するという
ことであり、これは合理的な決定であるとい
うのである。平均でみて女性の離職率は男性
を上回る。女性に投資をしても、短期間の勤
続年数では、そのコストが回収できない。定
着率に差がある限り、女性が男性と同じよう
な教育訓練の機会が与えられないのは仕方が
ない。とりもなおさず合理的な選択なのだか
ら、ということである。
　ところが、（図 1）が示すのは、おもな離
職理由が結婚や出産に関連するものではな
く、仕事に関するものであるということであ
る。
　ということは、離職するという前提で女性

労働者を差別することが離職をもたらしてい
るということである。
　もし女性労働者の離職の多くが仕事上の理
由によって生じているならば、企業は有能な
人材を採用しているにもかかわらず、その人
材を自ら手放してしまっていることになる。
以下では、統計的差別がもたらす「逆選択（ア
ドバース・セレクション）」と「予言の自己
成就」という理論仮説について紹介しよう。

（ア）逆選択
　企業が統計的差別をすると、逆選択（アド
バース・セレクション）という問題が生じる。
逆選択とは、「情報の非対称性」のもとで、
質の違うものを同一に扱うと、良いものが去
り、悪いものが残るということである。
　これを女性差別に当てはめるとつぎのよう
にいえる。「情報の非対称性」とは、企業は
女性ひとりひとりについて正確な情報をもっ
ていないが、女性自身は自分のことを知って
いるという状況をいう。この場合、企業は
個々の女性の生産性についての正確な情報が
ないという理由で、「すべての女性の離職率
が高いとみて平均離職コストを加味して賃金
を一律に低くすると、自分は正当な賃金なら
辞めるつもりもないし、より高い賃金がふさ
わしいと知っている比較的生産性の高い女性
ほど先に辞めてしまい、残るのは低い賃金で
も文句を言えないと知っている比較的生産性
の低い女性となってしまう」（山口、前掲書、
pp.175 ～ 176）。
　冒頭で紹介した調査結果は、まさにこの理
論が予測していることが日本企業に起きてい
ることを示唆している。

（イ）予言の自己成就
　予言の自己成就とは、離職を予測して予防
策をたてることが逆に離職を合理的な選択と
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して、離職率を上げてしまうという理論であ
る。これは（企業が）コストを下げることを
優先して考え、有能な人材を失うというリス
クを考えていないことからおきる過ちであ
る。

　上記の理論にしたがえば、女性に対する統
計的差別は、経済合理性がなく、むしろ人材
の浪費につながっていることになる。この点
について以下でもう少し詳しくみてみよう。

（2）　高学歴女性の離職理由の変化
　日本女子大学現代女性キャリア研究所

（RIWAC）が 2011 年におこなった「女性と
キャリアに関する調査結果」から、高学歴女
性の離職理由の変化を見たのが（図 2）であ
るⅱ。
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人材を失うというリスクを高めるという誤り
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は 1.2％と少ない。
　以上の 4 パターンのうち、初職継続型を除
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出所：日本女子大学現代女性キャリア研究所が 2011 年に
実施した調査（RIWAC）の個票データに基づき作成。
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１９９０年代半ばから、地方分権の大きなうね

りが沸き起こった。１９９３年に衆参両院で地方

分権推進が決議されたことは象徴的な出来事

である。それから既に２５年近くが経過した。

この間、２０００年にはいわゆる地方分権一括法

が施行され、国と地方の関係が根本的に変わっ

たとも言われたし、我が国の地方自治は新し

い時代に入ったかのような空気が流れた。し

かし、一方で、制度面では地方分権が進んだ

ものの、自治体の意識や具体的な意思決定な

どにおいては、旧態依然ではないかという思

いも払拭できない。

そこで、この四半世紀におよぶ地方分権の

動きと、今後の展望を検討しておく。

１ 地方分権の風

戦後の我が国における大きな社会的、政治

的課題の１つが地方自治の確立であった。そ

の典型が地方自治法の制定である。同法施行

から７０年の歳月が流れた。この間、分権を進

める動きと集権化に向かう動きが繰り返され

てきたが、１９９０年代半ばからの分権化の流れ

は、地方自治の歴史で特筆すべき出来事であっ

た。なぜなら、政財界も学界もこぞって地方

分権の推進を唱え、日本中に地方分権の風が

吹いたからである。

（１）地方分権が進められた背景

９０年代に地方分権が推進された背景として、

一般的に通用している見解は、当時の「地方

分権推進委員会」が示した次の５点であろう１。

すなわち、�中央集権型行政システムの制度
疲労、�変動する国際社会への対応、�東京
一極集中の是正、�個性豊かな地域社会の形
成、そして�高齢社会・少子化社会への対応
である。これらの意味については、今さら解

説する必要はないだろう。そして、筆者もこ

地方分権一括法の施行に見られるように、１９９０年代以降、地方分権が推進されてきた。都市自治体

にも、地域の実情に合った政策を形成し、実施することがますます期待されている。地方自治法施行

から７０年という節目に当たり、これまでの地方分権のあゆみとこれからの地方自治について、自治体

の政策形成能力という観点から論じる。

１ 地方分権推進委員会『中間報告－分権型社会の創造－』１９９６年参照。
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女性が地域に定着して働き続けるための自治体の取組み

おもな理由を見たのが（図 3）である。
　離職理由はキャリアパターン別に異なり、
転職型では、「他にやりたい仕事があったか
ら」や「仕事に希望がもてなかったから」が
おもな理由になっている。他方、再就職型・
離職型では、結婚のためが多くなっている（図
3）。

　従来の研究では、女性は継続就業するか結
婚・出産による離職かの 2 つのパターンが想
定されていたが、それに加えて、転職をしな
がらキャリアを形成する第 3 のパターンが存
在することがわかる。
　サンプルを 35 ～ 39 歳という結婚や出産で
就業を中断しやすい年齢層に限ってみると、
継続就職をしている女性は全体の 10.2% に対
して転職をしながらも仕事の経験を積み上げ
ている女性は 31.7% となっている。
　男性と比べて女性はキャリアの断絶しなが
ら続く傾向があると言える。

（4）学卒時のキャリア意識とその後のキャ
リア

　興味深いのは、この第 3 のパターン（転職
をしながらキャリアを形成している女性）の
なかに、キャリア意識の高い女性が多くいる
ことである。　

　卒業時に好きな仕事についてその仕事を一
生続けたいと回答している女性は、初職継続
型よりも転職型の女性の方がより多い。
　均等法の施行とともに、日本の大手企業に
おいては、コース別人事管理制度を導入して
いる。キャリアを追求したい女性は総合職を
選択し、補助的な仕事を望む女性は一般職を
選択した。しかし、総合職の女性よりも一般
職の女性の方が定着している。企業のヒアリ
ングでは、総合職の女性の育成には成功しな
かったが、一般職の女性は定着してきている
といった話がよく聞かれる。
　これをうえでのべた理論に当てはめると、
統計的差別によって、男性と同じ機会が女性
に与えられないことによって、有能な女性ほ
ど転職していることになる。逆選択がおきて
いるのである。
　さらに、再就職型の女性の離職理由が、出
産や育児よりも結婚を理由にしたものが多い
ことである。つまり、M 字を形成している
のは、両立環境が整っていないことだけが理
由ではないということである。仕事にやりが
いが感じられなければ、結婚をひとつの区切
りとして、離職することもある。結婚を機に
離職した女性にその理由を聞いたところ、（自
分のやっている仕事は）結婚後も続けるだけ
の付加価値を生み出す仕事ではなかったから
という回答が返ってきた。
　これを経済学の理論に当てはめれば、結婚
で辞めるだろうという前提で男性とは異なる
仕事を与えた結果、予言通り女性は結婚を機
に辞めているといえる。

（5）転職の条件
　さらに、転職グループの女性たちが転職に
際して重視した条件の第 1 位は「やりがいな
ど仕事の内容」（42.5%）、つぎが「給与など
職場の待遇」（29.3%）となっており、やりが
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これからの女性人材の活用

いのある仕事が与えられなかったために転職
している女性が多くふくまれていることがわ
かる（RIWAC 調査、2011）。
　初職の満足度をみると、転職型の女性は継
続型の女性や、再就職型の女性に比べて「配
置・昇進・処遇」の項目において、満足度が
低くなっている。継続型では 32.3％、再就職
型では 36.2％が満足あるいはやや満足と回答
しているのに対して、転職型では、その割
合は 21.9％にすぎない。ここから、タイプ II
の転職型の女性たちは、仕事（キャリアの展
望（発展））に何らかの不満を抱えて、転職
していることがわかる。

（6）転職後の仕事の満足度
　（図 4）は、転職後の仕事の満足度を転職
型と再就職型についてみたものである。
　転職した女性の多くは、「仕事のやりがい」
などの仕事の内容には満足しているものの、

「給与などの職場の待遇」における満足度は
低く、不満を抱えている人が多い。

4．未発達な転職市場 
　今みてきたように、実際に再就職した女性
の処遇を見ても、転職前に比べて悪くなっ

たケースが多い。転職前は 77.7％が正社員で
あったのに対して転職後は 46.3％に減少して
おり、女性の過半数が非正規労働者だ。また、
従業員数が 1001 人以上の大手企業に勤務し
ている割合は 32.1％から 21.8％に減少してい
る。さらに転職や再就職をした高学歴女性の
71.4％は、職種が変わっており、転職がキャ
リア形成につながっていない。
　ここから、日本の再就職（転職）市場が整
備されていないことが、女性の再就職をむず
かしくしていることがわかる。
　例えばアメリカでは、若い時にキャリア
アップを目指して転職する人が多い。同じよ
うな職種でより条件が良い職場に移動しなが
らみずからの稼ぐ力を高めていくのである。
また、良い条件が提示されたときに、それを
現在の自分の職場に持って帰って、同じよう
な条件にあげてもらえるか交渉する。他の会
社からの引き合いがあるほど、労働条件もよ
くなっていく。この場合の労働条件には、賃
金だけではなく、働きやすさも重要な要因に
なる。
　ところが日本では、転職市場がアメリカほ
ど発展していない。日本では入社後に会社の
研修を通じて仕事を遂行するために必要なス
キルを獲得する。ここで獲得するスキルは、
その会社で通用するが、転職すると使えなく
なるものが多い。
　しかし、転職市場が整備されると、その企
業でのみ通用するスキル（企業特殊的スキル）
に加えて、企業を移動しても通用するスキル
によって、企業間の移動がスムーズにできる
ようになる。
　そのスキルを得る場所となっているのが、
高等教育機関における社会人教育プログラム
である。そこで新しいスキルを身につけて再
就職をする。ところが日本では今述べたよう
に転職市場が発達しておらず、転職をしなが
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図 4　キャリアタイプ別再就職後の処遇

出所：日本女子大学現代女性キャリア研究所が 2011 年に
実施した調査（RIWAC）の個票データに基づき作成。
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女性が地域に定着して働き続けるための自治体の取組み

らキャリア形成をするような環境が整ってい
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これからの女性人材の活用

27.7%（62.6%）、子供が小学生になると 9.4％
（55.9%）、子供が中学生以上では 4.9%（45.3%）
と激減する。また、（）内の数字は働いてい
ない女性の割合である。このふたつの数字を
比較すると大きなギャップがあり、働きたい
のに働いていない女性が多いことがわかる

（図 6）。
　このギャップを生み出している理由のひと
つが働き方である。多くのお母さんが , 子供
が小さいうちは、短時間の仕事や在宅ででき
る仕事を、また、子供が中学生以上になると、
フルタイムの仕事であるが、残業がない仕事
を望んでいる。ところが実際に働いている女
性をみると非正規のパート・アルバイトなど
に就いている女性が多い。ここから、働き方
の希望と現実のギャップが就業を希望しなが
ら実際には就労していない女性をふやしてい
ることが推察できる。
　つまり、キャリアの発展性のないパート・
アルバイト職ではなく、キャリアにつながる
仕事でかつ働き方に選択肢のある仕事を求め
ている女性が働いていないのである。
　第 1 節で引用した CWLP 調査によると、
日本では、結婚や出産で一時仕事を辞めた大
卒女性の多くが、職場復帰を求めているのに

対して、実際に仕事についているのは 43％
とその割合が低いのに対してアメリカでは
就業を希望している女性の 73％、ドイツで
は 68％が実際に再就職している（センター・
フォー・ワークライフポリシー、2011）。
　ここから、日本の再就職市場が整備されて
いないことに加えて、雇用の安定したキャリ
アの発展のある仕事のなかに、多様な働き方
が生み出されていないことが、女性の再就職
をむずかしくしていることがわかる。
　大嶋によると、日本では「働く希望がある
にもかかわらず、現在働いていない」女性は
15 ～ 64 歳の女性の 15％の 607 万人にのぼる
という。就業希望があるが無業である女性の
44％（268 万人）は 45 歳未満で、子育て期
にある（大嶋、2011、p.78）。また、内閣府
の男女共同参画白書によると、子育て期の女
性で働く希望があるにもかかわらず働いてい
ない女性は 342 万人おり、彼女たちが就労す
ると、GDP が 1.5％上昇し、雇用者報酬総額
が 7 兆円増えることが推計されている。
　就業しない理由は、働き方の希望と現実の
ギャップが大きいことに加えて、大嶋（2011）
は、大都市圏では、保育・学童保育などの公
的な子育て支援が受けにくく、かつ親からの
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女性が地域に定着して働き続けるための自治体の取組み

援助が受けにくいこと、また、従来女性の就
業率が高い地方では、求人へのアクセスの機
会が少ないことが、就業のネックになってい
るとのべている。つまり、現状を改善できる
方法はまだいろいろとあるのである。

まとめにかえて
　21 世紀には多様な人材を活用して経営を
行うダイバーシティ経営が主流になる。日本
は 90 年代に入ってから、育児休業制度の導
入、21 世紀になってからは、正社員の短時
間勤務制度の導入など、女性が仕事と家庭を
両立させるための環境整備に取り組んでき
た。その結果、働く女性の数は増えたものの、
活躍する女性はそれほど増えなかった。その
理由は、日本の職場で、初期のキャリア形成
の段階で差別的な慣行が維持されていたため
に、女性人材の育成が十分に行われてことが
ある。
　今後女性の活用を進めるためには、まず、
今述べた差別的な慣行を改めることに加え
て、学びなおしのための教育プログラムを充
実させること、また、男性を含めた働き方の
見直し、残業をなくすことや、働く場所や時
間を柔軟にすることで、働く意欲があるにも
かかわらず、働いていない女性の就業を進め
ることなどの施策が必要になっている。
　また、都市部においては政府による保育環
境の整備と待機児童の解消のための保育所を
増やすことが引き続き必要になっている。
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９０年代に地方分権が推進された背景として、

一般的に通用している見解は、当時の「地方

分権推進委員会」が示した次の５点であろう１。

すなわち、�中央集権型行政システムの制度
疲労、�変動する国際社会への対応、�東京
一極集中の是正、�個性豊かな地域社会の形
成、そして�高齢社会・少子化社会への対応
である。これらの意味については、今さら解

説する必要はないだろう。そして、筆者もこ

地方分権一括法の施行に見られるように、１９９０年代以降、地方分権が推進されてきた。都市自治体

にも、地域の実情に合った政策を形成し、実施することがますます期待されている。地方自治法施行

から７０年という節目に当たり、これまでの地方分権のあゆみとこれからの地方自治について、自治体

の政策形成能力という観点から論じる。

１ 地方分権推進委員会『中間報告－分権型社会の創造－』１９９６年参照。
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地方分権のあゆみと
これからの地方自治

同志社大学政策学部教授 真山達志
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